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2018 年度の事業報告書 

201８年 4 月 1 日から 201９年 3 月 31 日まで 

法人名 特定非営利活動法人ひろしま NPO センター 

 

2018 年度から 2019 年度に向けて（成果と課題） 

2018 年度は広島にとって激動の一年だったのではないでしょうか。毎年のように全国で災害が発生し

ていますが、昨年は島根県西部地震、大阪北部地震、平成 30 年豪雨、平成 30 年北海道胆振東部地震と

甚大な災害が相次ぎ、戦後最大級の被害がもたらされた広島県内の犠牲者は 126 名、未だ 5 名が行方

不明です。もうすぐ 1 年となりますが、各地では復旧作業が続き、崩れたままの山肌を見ると梅雨時期

への不安が募ります。現在、仮設住宅（呉市、三原市、坂町）、みなし仮設、公営住宅など、まだ自宅に

戻れない被災者の方が多く、在宅にて生活の再建を進めている方々も大勢います。そして、被災した地域

では、高齢者や障害者、生活困窮者、子育て世帯など、支援のニーズが多様化し、住宅や地域の復興の見

通しがまだ見えない状況が続いています。被災された方々が安心して日常生活を送ることができるよう

に、今後も継続した支援が求められています。 

昨夏、県内 19 市町 23 箇所にあった災害ボランティアセンターは全て閉所しました。また、現在は 12

市町に地域支え合いセンターが開所し、行政や社会福祉協議会によって被災者の訪問や見守り、生活支援

などが行われています。その一方で、NPO/NGO はフットワークの強みを活かしながら被災者の声を集

め、多様化するニーズに寄り添って支援活動を継続しています。そんな中、ひろしま NPO センターは、

中間支援組織の立場として、発災直後から復旧支援活動に取り組んできました。県内 NPO の安否確認や

情報伝達、各市町の災害ボランティアセンターや避難所の運営、支援金の募集や活動団体への配分、関係

機関の連携や情報共有を促すための「平成 30 年 7 月豪雨災害支援ひろしまネットワーク会議」の開催

などを行ってきました。 

しかし、自主財源による支援活動の継続の難しさや人手不足の課題を抱えているのも現実です。そこで、

これまで積み上げてきた情報やノウハウ、ネットワークを、今後の中長期的な支援活動につなげていくた

めに、広島県生活協同組合連合会様や Yahoo!基金様をはじめ、県内及び全国からの支援金の寄付財源を

基に「ひろしま復興支援基金」を立ち上げ、復旧・復興プロジェクトを公募し、89 件／37,430,000 円

の応募から選考した結果、61 件／15,470,000 円を採択しました。また、先日の 6 月 1 日（土）に広

島国際会議場で「平成 30 年 7 月豪雨災害支援活動共有会」を開催し、助成金の配分団体や広島出身 J

リーガー支援プロジェクト「ミンナノチカラ」の寄付金贈呈団体など約 70 団体 120 名が集い、各地の

状況や活動について情報交流を行うことができました。 

広島が初めて経験した広域災害として、復旧にはまだ時間を要するかもしれませんが、被災された方々の

生活が少しでも早く再建し、地域に元気が戻り、次なる災害に備えることができる広島を目指すために

は、多様な支援者とステークホルダーが更に連携・協働し、誰一人取り残さない復興を目指していく必要

があります。 
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それと、昨年は大きな節目の年でもありました。NPO 法（特定非営利活動促進法）が 1998 年 12 月

に施行され 20 周年を迎えました。現在、全国で 51,592 団体、広島県は 831 団体の NPO 法人が活

動しています。これまで、ボランティア活動、SB・CB（ソーシャルビジネス・コミュニティビジネス）、

CSR、プロボノ、ソーシャルイノベーション、クラウドファンディング、社会的インパクト評価、SDGs

（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）など、市民社会づくりを取り巻く環境は

大きく変容してきました。そんな中で、NPO は社会的価値の創造や社会的課題の解決の一翼を担い、社

会に大きな価値観や影響を与える存在になりました。その一方で、休眠状態の NPO の増加、未だに NPO

は儲けてよいのかと聞かれる、業務を安く委託できる便利屋になっていないか、対等な協働はどれくらい

進んでいるのか、短期的で目に見える成果が求められる、政治や経済の停滞、社会問題の複雑化など多く

の課題もあります。 

ひろしま NPO センターは、1997 年 9 月に設立して NPO 法制定への働きから活動をスタートし、こ

れまで広島県域の中間支援組織として、NPOに関わる情報の収集・発信、相談対応、ネットワークづく

り、学習の機会の提供、助成金等の資金分配、調査研究、政策提言、コミュニティ財団の設立など、様々

な分野において NPO 支援や協働取組を行ってきました。 

また、昨年 12 月には、NPO 法施行とひろしま NPO センター設立の 20 周年の節目をふまえて

「Hiroshima Future Party 2018」を開催し、これまでの 20 年をふりかえると共にこれからの市民

社会づくりを考える機会を持ちました。おかげさまで分野・立場・世代をこえて多くの方にご来場いただ

き、広島の過去と未来をつなげる多様な意見を共有することができました。 

そして、2019 度は広島と NPO の未来に向けて、ひろしま NPO センターとしてのビジョンやミッシ

ョン、中期計画の見直しを図ります。NPOを取り巻く社会情勢をどう捉えるのか、広島の優先課題は何

なのか、NPO や中間支援組織はどう変わっていけばよいのか、ひろしま NPO センターへの叱咤激励も

含めて、みなさまから様々な意見や提案をいただけると幸いです。 
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Ⅰ センターの運営に関する事項 

１．通常総会の開催  

（１）第 20 回通常総会 

【日  時】平成 30 年 6 月 23 日（土）10:00～12:00 

【場  所】ひろしま NPO センター（広島市中区八丁堀 3-1 幟会館 2F 会議室） 

【出 席 者】正会員 113 名中 62 名出席（出席：12 名、委任状：50 名） 

【議  題】（１）2017 年度事業報告及び決算報告（案） 

（２）2018 年度事業計画及び活動予算（案） 

（３）定款の変更 

（４）役員の選任 

 

２．理事会の開催  

（１）第 1 回理事会 

【日  時】平成 30 年 5 月 29 日（火） 16:00～17:30 

【場  所】ひろしま NPO センター（広島市中区八丁堀 3-1 幟会館 2F 会議室） 

【出 席 者】14 名中 7 名出席、他監事 1 名出席 

【議  事】（１）2017 年度事業報告及び決算報告（案） 

（２）2018 年度事業計画及び活動予算（案） 

（３）定款の変更 

（４）役員の選任 

（５）ひろしま NPO センター20 周年行事 

 

（２）第 2 回理事会 

【日  時】平成 30 年 10 月 16 日（火） 16:00～17:30 

【場  所】ひろしま NPO センター（広島市中区八丁堀 3-1 幟会館 2F 会議室） 

【出 席 者】14 名中 8 名出席、他監事 1 名出席 

【議  事】（１）2018 年度事業半期の事業報告及び決算 

（２）平成 30 年 7 月豪雨災害支援活動報告 

（３）ひろしま NPO センター20 周年行事 

 

（３）第 3 回理事会 

【日  時】平成 31 年 3 月 27 日（水）16：00～17:30 

【場  所】ひろしま NPO センター（広島市中区八丁堀 3-1 幟会館 2F 会議室） 

【出 席 者】14 名中 7 名出席、他監事 1 名出席 

【議  題】（１）2018 年度（平成 30 年度）事業報告案及び決算予測 

（２） 2019 年度（平成 31 年度）事業計画案及び活動予算案 

（３）民間公益活動のための休眠預金等活用  
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３．組織運営（役員・事務局） 

（１）役員（理事・監事） 

代表理事 

安藤 周治 特定非営利活動法人ひろしまね 理事長 県北部 

中村 隆行 
広島経済大学 スポーツ経営学科 准教授、興動

館プロジェクトセンター長 
NPO 

副代表理事 
三好 久美子 公益財団法人ひろしまこども夢財団 理事長 県東部 

山本 一隆 中国新聞社会事業団 理事長 県西部 

専務理事 松原 裕樹 
特定非営利活動法人ひろしま NPO センター 

事務局長 
NPO 

常務理事 山本 祐二 特定非営利活動法人ひろしまNPOセンター NPO 

理事 

五百竹 宏明 

金谷 信子 

川口 隆司 

 

児玉 宏 

田中 豊光 

茶山 ちえ子 

 

増田 勇希 

村田 民雄 

県立広島大学経営情報学部 准教授 

広島市立大学国際学部 教授 

認定特定非営利活動法人法人ｺﾐｭﾆﾃｨﾘｰﾀﾞｰひゅ

ーるぽん 理事長 

特定非営利活動法人コーチズ 代表理事 

広島商工会議所 総務部長 

特定非営利活動法人 WAC 広島ふれあいセン

ター 理事長 

特定非営利活動法人ひろしまNPOセンター 

特定非営利活動法人 e＆ｇ研究所 理事長 

学識経験者 

学識経験者 

NPO 

 

NPO 

経済団体 

NPO 

 

NPO 

NPO 

監事 
久笠 信雄 

赤羽 克秀 

弁護士 

公認会計士・税理士 
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（２）事務局 

【職員数】 

2019 年 3 月 31 日現在  34 名（常勤 16 名、非常勤 18 名） 

【事務局運営スタッフ】 

NO 氏 名 勤務形態 役 職 役 割 

1 松原 裕樹 常勤 専務理事、事務局長 事務局統括、業務運営責任者 

2 山本 祐二 常勤 常務理事 総務・経理、業務運営責任者 

3 増田 勇希 常勤 プロジェクトマネージャー 業務運営責任者 

4 香川 恭子 常勤 プロジェクトマネージャー 業務運営責任者 

5 松村 渉 常勤 プロジェクトマネージャー 業務運営責任者 

6 赤澤 直樹 非常勤 コーディネーター 業務運営 

【業務運営スタッフ】 

○環境省事業／常勤 3 名          ※別事業所（広島市中区） 

○JICA 事業／非常勤 1 名          ※別事業所（東広島市） 

○子育て支援事業／常勤 7 名、非常勤 15 名   ※別事業所（広島市中区・南区・安佐南区） 

○復興支援チーム／常勤 1 名、非常勤 1 名 

 

（３）会員 

【正 会 員】  132 名 

【協力会員】  53 名 

【企業会員】   6 社 
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Ⅱ センターの事業に関する事項 

＜事業概要＞ 

事業名／契約先等 区分 

（１）情報収集提供事業 

 

情報収集（県内 NPO、イベント、助成金など） 継続 

データベース構築・活用 継続 

情報発信（ホームページ、facebook、ニュースレターなど） 継続 

（２）各種団体の運営支援事業 

①資金循環システムの構築 

 

ろうきんNPO 寄付システム／中国労働金庫 継続 

ひろしまNPO サポート倶楽部（良和ハウス寄付プログラム）／ひろしま NPO サ

ポート倶楽部、株式会社良和ハウス 
継続 

ひろしまNPO サポート倶楽部／ゆうちょ銀行 継続 

市民ファンドとの連携／コミュニティ未来創造基金ひろしま 継続 

②組織基盤強化 

 

イーパーツリユース PC寄贈プログラム／認定 NPO 法人イ―パーツ 継続 

NPO 事務局セミナー＆NPO 事務力検定／岡山NPO センター 継続 

什器備品等の寄贈プログラム／県内企業など 継続 

組織基盤強化ワークショップ／日本 NPO センター 新規 

③人材育成・ノウハウの提供 

 

地域課題解決ネットワーク／日本政策金融公庫ほか 継続 

ソーシャルビジネス支援ネットワークひろしま／日本政策金融公庫ほか 継続 

「福山市まちづくりサポートセンター」ボランティア・NPO 等相談業務／福山市 継続 

廿日市市市民活動相談業務／廿日市市 新規 

課題解決型長期インターンシップ／有限会社 S-Produce. 新規 

④拠点提供 

 

NPO・市民活動団体向けの活動拠点を提供する共同事務所事業／広島市 継続 

共同事務所レターボックス 継続 

広島県民文化センター「サテライトキャンパス」／教育ネットワーク中国 継続 

（３）調査・研究・政策提言事業 

 

中国 5 県中間支援組織連絡協議会／中国 5 県のNPO 支援センター 継続 

社会的インパクト評価／内閣府 継続 

民間公益活動促進のための休民預金等活用／全国の NPO 支援センター 継続 
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（４）啓発・研修事業 

 

山の日実行委員会事務局／山の日実行委員会 継続 

平成 30 年度広島県環境学習指導者専門研修業務／広島県 継続 

平成 30 年度中国環境パートナーシップオフィス（EPO ちゅうごく）管理運営等

業務／環境省 
継続 

「Green Gift 地球元気プログラム 2017」運営支援に関する委託業務／日本NPO

センター 
継続 

「Green Gift 地球元気プログラム 2018」運営支援に関する委託業務／日本 NPO

センター 
継続 

2017 年度開発教育支援事業／独立行政法人国際協力機構 中国国際センター 継続 

2017 年 JICA 中国青年研修「東ティモール中小企業振興コース」／独立行政法人

国際協力機構 中国国際センター 
新規 

2017 年 JICA 中国青年研修「ミャンマー防災コース」／独立行政法人国際協力機

構 中国国際センター 
新規 

JICA 中国 NGO 連携事業「UPDATE セミナーシリーズ」コーディネート業務／独

立行政法人国際協力機構 中国国際センター 
継続 

SAVE JAPAN プロジェクト ／認定特定非営利活動法人日本 NPO センター、損

保ジャパン日本興亜株式会社 
継続 

親子での体験活動プログラム普及に係るサテライト講座業務／広島県教育委員会 継続 

ざぶん賞 中国ブロック実行委員会業務／一般財団法人ざぶん環境・文化プロジェク

ト 
新規 

平成 30 年度地域の環境課題解決に向けた SDGs 人材研修業務／環境省 新規 

平成 30 年度地球環境基金助成金説明会の開催に係る業務／独立行政法人環境再生

保全機構 
継続 

「第 4 回ユース環境活動発表大会」地区審査会の開催に係る業務／独立行政法人環

境再生保全機構 
継続 

（５）ネットワーク・連携推進事業 

 

各種相談業務 継続 

ひろしま未来交流会 継続 

ひろしま県民活動表彰／広島県、たちまち全員集合実行委員会 継続 

たちまち全員集合／たちまち全員集合実行委員会 継続 

東日本大震災県外自主避難者等への情報支援事業 継続 

広島 NGO ネットワーク 継続 

中国 NGO ネットワーク 継続 
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（６）子育て・子育て支援に関する事業 

 

広島市地域子育て支援拠点事業等に係る補助事業（中区）／広島市 継続 

広島市地域子育て支援拠点事業等に係る補助事業（安佐南区）／広島市 新規 

広島市地域子育て支援拠点事業等に係る補助事業（南区）／広島市 新規 

産後サポートの拠点づくり事業／独立行政法人福祉医療機構 継続 

平成 30 年度広島県子育て支援員研修事業業務／広島県 継続 

（７）その他 

 

ひろしまNPO センター20 周年行事「Hiroshima Future Party 2018」 新規 

平成 30 年 7 月豪雨災害支援活動 新規 

西日本豪雨被災者支援に対する支援調整と 3 県県域災害ネットワーク構築・強化業

務 
新規 

ひろしま復興支援基金（生協連） 新規 

ひろしま復興支援基金（Yahoo！基金） 新規 

ひろしま復興支援基金（Yahoo！ネット） 新規 

委員・講師の派遣 継続 

会議・関連行事の参加 継続 

協力・後援・連携事業の推進 継続 
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１．情報収集提供事業  

 

（１）情報収集 

NPO に係る活動や支援の状況、主体間ネットワークの形成に資する情報等を収集する。収集に当た

っては、新聞報道、行政（国、県、市町村）の報道発表資料・関連刊行物、企業の CSR 報告書、

NPO 等の刊行物のほか、必要に応じインターネット情報、メルマガ等を活用するとともに、関係

者・機関との情報交流を実施した。 

 

（２）データベース構築・活用 

収集した情報については記録・整理し、データベース化してホームページ等にて紹介した。 

 

（３）情報発信 

①ホームページの管理運営 

主に広島県内で実施される各主体の行事、補助金・助成金情報等、NPO活動に関わる団体等の基盤

強化、連携強化に資する情報を発信した。 
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②Facebook ページの管理運営 

主催行事や協力事業、活動状況を中心に情報発信を随時行った。 
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③ニュースレター等の発行 

■8 月号 

【発行時期】2018 年 8 月 

【掲載内容】○事務局長あいさつ 

○ひろしまNPOセンターによる平成 30 年 7 月豪雨災害支援活動のご報告 

 

■11 月号 

【発行時期】2018 年 11 月 

【掲載内容】○事務局長あいさつ 

○ひろしまNPOセンターによる平成 30 年 7 月豪雨災害支援活動のご報告 

○設立からの歩みと主な事業 

○助成金のご案内 

○第 9 回ひろしまイ―パーツリユース PC 寄贈プログラム実施 

 

■1 月号 

【発行時期】2019 年 1 月 

【掲載内容】○災害復旧復興の取組 

○20 周年イベントのご報告 

○子育て部門のご紹介 
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２．各種団体の運営支援事業  

 

≪資金循環システムの構築≫ 

 

（１）中国ろうきん NPO 寄付システム 

①事業概要 

事業種別 継続 

事 業 名 中国ろうきんＮＰＯ寄付システム 

担当責任者 山本祐二 

担当スタッフ 山本祐二 

契 約 先 中国労働金庫 

事業期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

収益形態 寄付金 

収益金額 200,000 円 

目的・概要 

「私たちの地域を私たちでつくる～100 円からできるボランティア～」を合

言葉に、中国労働金庫の普通口座契約者からいただいた寄付金を、中国各県で

活動するNPOに寄付配分し、団体の社会貢献活動を促進していこうという「地

域循環型寄付システム」。 

 

②実施内容 

■応募期間 

平成 30 年 1 月～2 月 

■選考審査会 

【日  時】平成 31 年 3 月 11 日（月）14：00～15：30 

【場  所】幟会館 2 階Ａ会議室（広島市中区八丁堀 3-1） 

【審査委員】高田孝利（中国労働金庫広島県営業本部本部長）、三好久美子（ひろしまこども夢財

団理事長）、五百竹宏明（県立広島大学准教授）、金谷信子（広島市立大学教授）、山

本恵由美（NPO 法人もりメイト倶楽部 Hiroshima 理事長）、安藤周治（ひろしま

NPO センター代表理事）、中村隆行（ひろしま NPO センター代表理事） 

■助成金授与式 

【日  時】平成 31 年 3 月 27 日（水）13：00～15：00 

【場  所】幟会館 2 階Ｃ会議室（広島市中区八丁堀 3-1） 

【内  容】2017 年度配分団体活動報告 （ＮＰＯ法人健康サロン） 

【応募件数】19 団体／4 団体を採択 

【助成総額】200,000 円 
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■助成団体 

分 野 団体名 所在地 助成額 

保健・医療・福祉 NPO 法人エンディングノート普

及協会 

福山市新市町 50,000

円 

環境保全 NPO 法人グリーンラインを愛す

る会 

福山市西新涯町 50,000

円 

子どもの健全育成 NPO 法人むかいしま seeds 尾道市向島町 50,000

円 

子どもの健全育成 NPO 法人体にやさしい食の会 広島市中区 50,000

円 

 

③事業総括 

【成  果】 

○持続可能な組織基盤強化に向けた機運の醸成 

○他分野の活動団体との交流 

【課  題】 

○新たな取り組みの企画・運営 

○持続可能な自主事業の確立 
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（２）ひろしま NPO サポート倶楽部（良和ハウス寄付プログラム） 

①事業概要 

事業種別 継続 

事 業 名 ひろしまNPO サポート倶楽部 

担当責任者 山本祐二 

担当スタッフ 山本祐二 

契 約 先 ひろしまNPO サポート倶楽部 

事業期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

収益形態 寄付金 

収益金額 600,000 円 

目的・概要 

ひろしま NPO サポート倶楽部は、広島県内の NPO 法人の活動資金援助を広

く県民の皆様に支援していただく制度で、倶楽部への会員登録をしてくださっ

た方の郵便貯金口座から、毎年 6 月及び 12 月（各会員が希望された月）に、

一口 500 円の会費引落しを行い、集まった会費（寄付金）を NPO 法人に分

配する仕組み。 

 

②実施内容 

■応募期間 

平成 30 年 1 月～2 月 

■選考審査会 

【日  時】平成 31 年 3 月 11 日（月）14：00～15：30 

【場  所】幟会館 2 階Ａ会議室（広島市中区八丁堀 3-1） 

【審査委員】高田孝利（中国労働金庫広島県営業本部本部長）、三好久美子（ひろしまこども夢財

団理事長）、五百竹宏明（県立広島大学准教授）、金谷信子（広島市立大学教授）、山

本恵由美（NPO 法人もりメイト倶楽部 Hiroshima 理事長）、安藤周治（ひろしま

NPO センター代表理事）、中村隆行（ひろしま NPO センター代表理事） 

■助成金授与式 

【日  時】平成 31 年 3 月 27 日（水）13：00～15：00 

【場  所】幟会館 2 階Ｃ会議室（広島市中区八丁堀 3-1） 

【内  容】2017 年度配分団体活動報告 （ＮＰＯ法人健康サロン） 

【応募件数】13 団体／5 団体を採択 

【助成総額】600,000 円 
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■助成団体 

NO 団体名 所在地 助成額 

1 NPO 法人フリースクール木のねっこ 廿日市市上平良 100,000 円 

2 NPO 法人百華倶楽部 安芸高田市河田町 100,000 円 

3 NPO 法人ひろしまレリクエーション協会 広島市中区 100,000 円 

4 NPO 法人ひろしまジン大学 広島市中区 200,000 円 

5 NPO 法人三段峡―太田川流域研究会 山県郡安芸太田町 100,000 円 

 

③事業総括 

【成  果】 

   ○課題解決プロジェクトの実践に向けた機運の醸成 

   ○他分野の活動団体との交流 

【課  題】 

   ○新たな取り組みの企画・運営 

   ○持続可能な組織基盤強化 
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≪組織基盤強化≫ 

（３）イ―パーツリユース PC 寄贈プログラム 

①事業概要 

事業種別 継続 

事 業 名 イ―パーツリユース PC寄贈プログラム 

担当責任者 山本祐二 

担当スタッフ 山本祐二 

契 約 先 認定特定非営利活動法人イ―パーツ 

事業期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

収益形態 受託料 

収益金額  

目的・概要 
企業からのリユース PCを非営利団体・ボランティア団体・高齢者グループな

どの市民活動団体 や NPO へと無償で寄贈し、その情報化を支援する。 

 

②実施内容 

■寄贈式の開催 

【日  時】平成 30 年 12 月 15 日（日）13:30～16:00 

【場  所】広島市まちづくり市民交流プラザ 北棟 6F マルチメディアスタジオ（広島市中区） 

【参 加 者】11 団体 

【運  営】認定特定非営利活動法人イ―パーツ、特定非営利活動法人ひろしま NPO センター、

ひろしま市民活動ネットワーク HEART to HEART、公益財団法人広島市文化財団

まちづくり市民交流プラザ 

【内  容】＜第１部＞ 

○ゲームでセキュリティを学ぶ「セキュろく」 

○寄贈 PC に関するオリエンテーション 

○寄贈式 

＜第２部＞ 

○クイズｄｅ著作権 
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■寄贈団体 

NO 団体名 

1 特定非営利活動法人子どもネットワーク可部 

2 NPO 法人ベトナム友の会−ヒロシマ 

3 発達障害当事者会 ぽっぽカフェ 

4 NPO 法人はぴままクローバー 

5 NPO 法人父子家庭サポートネット・ひろしま 

6 若者活動サポートセンターあおぞら 

7 ピアサポート子育て相談センター 

8 西中国キリスト教社会事業団 

9 子育て支援サークルげんき発信隊 

10 一般財団法人 広島 YWCA 

11 NPO 法人食べて語ろう会 

 

③事業総括 

【成  果】 

○持続可能な組織基盤強化に向けた機運の醸成 

○他分野の活動団体との交流 

【課  題】 

○新たな取り組みの企画・運営 

○持続可能な自主事業の確立 
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≪人材育成・ノウハウの提供≫ 

 

（４）「福山市まちづくりサポートセンター」ボランティア・NPO 等相談業務 

①事業概要 

事業種別 継続 

事 業 名 「福山市まちづくりサポートセンター」ボランティア・NPO 等相談業務 

担当責任者 山本祐二 

担当スタッフ 山本祐二 

契 約 先 福山市 

事業期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

収益形態 受託料 

収益金額 583,760 円 

目的・概要 
市民活動に関するあらゆる疑問や悩みごとなど、まちづくりに取り組む課題解

決をサポートする。 

 

②実施内容 

■相談対応 

【日  時】毎月第 1・3 木曜日 

【場  所】福山市まちづくりサポートセンター 「まちサポ」オープンスペース（福山市市民参

画センター 2F） 

【運  営】専門相談員：山本祐二（特定非営利活動法人ひろしま NPO センター） 

【内  容】団体設立、資金調達、助成金・支援制度、組織・活動運営等の相談対応 

 

③事業総括 

【成  果】 

○相談者の市民活動における知見の向上 

○各関係機関とのネットワーキング 

【課  題】 

○協働推進に向けた課題解決 

○各団体の自立と組織基盤強化 
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（５）廿日市市市民活動相談業務 

①事業概要 

事業種別 新規 

事 業 名 廿日市市市民活動相談業務 

担当責任者 山本祐二 

担当スタッフ 山本祐二 

契 約 先 廿日市市 

事業期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

収益形態 受託料 

収益金額 421,303 円 

事業の目的・概

要 

市民活動の相談窓口において、市民活動団体の運営に関することからＮＰＯ

法人の設立・運営に関することに対して助言及び情報提供等を行う。 

 

②実施内容 

■相談対応 

【日  時】毎月第 2・4 木曜日 

【場  所】廿日市市市民活動センター１階 相談コーナー 

【運  営】専門相談員：山本祐二（特定非営利活動法人ひろしま NPO センター） 

【内  容】団体設立、資金調達、助成金・支援制度、組織・活動運営等の相談対応 

 

③事業総括 

【成  果】 

○相談者の市民活動における知見の向上 

○各関係機関とのネットワーキング 

【課  題】 

○協働推進に向けた課題解決 

○各団体の自立と組織基盤強化 
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≪拠点提供≫ 

 

（６）NPO・市民活動団体向けの活動拠点を提供する共同事務所事業 

①事業概要 

事業種別 継続 

事 業 名 NPO・市民活動団体向けの活動拠点を提供する共同事務所事業 

担当責任者 山本祐二 

担当スタッフ 山本祐二 

契 約 先 広島市 

事業期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

収益形態 自主財源・利用料 

収益金額  

目的・概要 
組織の立ち上げ期や新たな展開を始めようとしている NPO 法人や市民活動団

体等の非営利団体を対象として、活動拠点を提供する。 

 

②実施内容 

■2017 年度入居団体 

NO 団体名 

1 ためまっぷプロジェクト 

2 特定非営利活動法人キャンサーサバイバー・キャリアサポート 

3 企業経営研究塾 

4 ピアサポート子育て相談センター 

5 one dream 

6 広島脳力開発研究所 

■レターボックス 

NO 団体名 

1 夢現大学 

2 特定非営利活動法人障害者年金ヘルプデスク 

3 特定非営利活動法人日本インクルーシブ教育研究所 

4 一般社団法人百人邑 

 

③事業総括 

【成  果】 

○入居団体に対して実施事業の後援、後方支援及び経理事務に関する基本的なアドバイスや情報

発信など運営コンサルティングを適時行った。 

【課  題】 

○入居団体募集の取組（現在３ブースの空室） 
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４．啓発・研修事業  

（１）ひろしま「山の日」県民の集い実行委員会事務局 

①事業概要 

事業種別 継続 

事 業 名 ひろしま「山の日」県民の集い実行委員会事務局 

担当責任者 山本祐二 

担当スタッフ 山本祐二 

契 約 先 ひろしま「山の日」県民の集い実行委員会 

事業期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

収益形態 受託料 

収益金額 1,000,000 円 

目的・概要 
広島県及び２３市町など行政も加わった県民参加の森づくり運動として、多く

の県民が、この日に、身近な山へ入るきっかけをつくることを目的とする。 

 ②実施内容 

■ひろしま「山の日」県民の集い行事 

【日  時】平成 30 年 6 月 3 日 10：00～15：00 

【場  所】〔メイン会場〕 

江田島市会場（国立江田島青少年交流の家） 

〔サテライト会場〕 

東広島市会場（憩いの森公園）・廿日市市会場（もみのき森林公園）・広島市会場（広島市森

林公園、広島県緑化センター）・三原市会場（中央森林公園）・庄原市会場（国営備北丘陵公

園）・福山市会場（ふくやまふれ愛ランド）・三次市会場（酒屋地区憩いの森他）・呉市会場（野

呂山）・北広島町八幡高原会場（芸北地区八幡高原）・安芸高田市会場（鷹ノ巣山）・安芸太田

町会場（深入山グリーンシャワー）・大竹市会場（マロンの里交流館）・世羅町会場（せら夢

公園）・大崎上島町（神峰山） 

【参 加 者】11,718 名 

【運営】広島県民（森林ボランティア、山岳団体、企業ＣＳＲ活動、大学･高校、緑の少年団など） 

【内容】山の手入れ、登山道整備、登山教室、自然観察会、森のネイチャーゲーム、木工教室、 

   森のコンサートなど、各団体・企業等の持ち込み企画で実施 

③事業総括 

【成  果】 

○昨年に続き、瀬戸内海の島（江田島市）がメイン会場となっり、より一層「山の日」の意識が高

まった。 

○1978 年 6 月の山林火災から 40 年の節目を迎え、山の大切さ及び防災意識の向上 

○当センター（中間支援組織）が事務局を担うことで、多様な主体の関係者に情報発信できた 

【課  題】 

○「森林を守り育てる体制」として、積極的に活動している団体数の不足 

○森林整備従事者の成り手不足及び一般県民の方々の理解不足  
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（２）平成 30 年度広島県環境学習指導者専門研修業務委託 

①事業概要 

事業種別 継続 

事 業 名 平成 30 年度広島県環境学習指導者専門研修業務委託 

担当責任者 松原裕樹 

担当スタッフ 松原裕樹、松村渉 

契 約 先 広島県環境県民局環境政策課 

事業期間 平成 30 年 4 月 2 日～平成 30 年 11 月 30 日 

収益形態 受託料 

収益金額 995,068 円 

目的・概要 

本事業は、児童・生徒等を対象とした環境学習会をより効果的に実施すること

を目的として、環境教育の実践者や、その支援者等を受講対象とし、フィール

ドワーク及びワークショップによる実践交流等を通して、お互いの経験から学

び合い、指導技術を高め合う研修を実施します。 

 

②実施内容 

■第 1 回研修 

【日  時】平成 30 年 9 月 8 日（土）9:30～16:00 

【場  所】宮島、瀬戸内海 

【講  師】上嶋英機（一般社団法人瀬戸内海エコツーリズム協議会 理事長） 

【参 加 者】15 名 

【運  営】ひろしま NPO センター 

【内  容】チャーター船を手配し、宮島の外周をまわる宮島七浦巡りを実施。途中磯場や浜に立

ち寄りフィールドワークおよびエコツーリズムを学ぶ座学を実施。 

■第 2 回研修 

【日  時】平成 30 年 9 月 15 日（土）10:00～16:00 

【場  所】牛田公民館及びその周辺 

【講  師】山本由加（認定NPO法人しずおか環境教育研究会 副理事長・事務局長） 

      柴崎千賀子（認定NPO法人しずおか環境教育研究会 事業主任） 

【参 加 者】18 名 

【運  営】ひろしま NPO センター 

【内  容】エコエデュが実施している環境教育プログラムを座学で学び、身近な里山を学びの場  

として生かすための気づきを得るために会場周辺の里山においてフィールドワーク

を実施した。その後、発見から「なぜ？」を見つけ出す「問いへの気づき」の重要性

をワークっショップを通じて学んだ。 

■第 3 回研修 

【日  時】平成 30 年 10 月 28 日（日）10:00～16:00 

【場  所】広島県民文化センター6F ひろしま NPO センター会議室 
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【講  師】川嶋直（公益社団法人 日本環境教育フォーラム 理事長） 

【参 加 者】20 名 

【運  営】ひろしま NPO センター 

【内  容】KP 法を用いて ESD と SDGs についてのレクチャーを行った。その後、KP 法の作

り方解説を行い、参加者が SDGs をテーマにしたKP を作成、発表を行った。加え

て、川嶋氏のこれまでの活動や経験から試行錯誤の末にたどり着いた『学びの場づく

り』について KP 法で学んだ。 

 

③事業総括 

【成  果】 

○これからの社会に向けた新たな環境学習指導者の育成 

・全 3 回（定員各回 20 名）の研修に対して、41 名の参加申込があり、のべ 53 名の参加者

（事前キャンセル 7 名）を育成した。 

○経験からの学びあいや指導技術を高め合う効果的な研修プログラムの企画運営 

・テーマとした「観光×観光学習」「子育て×環境学習」「SDGs×環境学習」それぞれについて、

第一線で活躍する講師からのアドバイスを踏まえ、研修生が自らの現場に持ち帰って活用で

きる環境学習プログラムを企画し、体験学習法に基づいた研修プログラムのデザイン、全体・

グループ・個人ワークの活用、休憩時間や夜間の交流、参考資料・情報の提供、研修補助者の

配置など、研修効果を高めるための創意工夫を行った。 

○多様な立場や世代による実践交流とパートナーシップ形成 

・環境学習の実践者（NPO、環境カウンセラー、ガイド、中学校教員）や自治体職員（環境、農

林水産）、企業、大学生、その他の分野や支援者（まちづくり、観光、保育士、中間支援組織）

など、多様な参加者による学びあいと人材交流を図ることができた。 

【課  題】 

○連携・協働による環境学習の実践に向けた活動支援の仕組み 

・「観光」「子育て」「SDGs」など、今後の社会課題をふまえた環境学習の指導者に必要な知識

や技術の習得を図ることはできたが、更に参加者の実践活動をサポートする仕組みなどがあ

れば、連携・協働による環境学習の実践活動が更に広まり効果が高まることが考えられる。 
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（３）平成 30 年度中国環境パートナーシップオフィス管理運営等業務 

①事業概要 

事業種別 継続 

事 業 名 平成 30 年度中国環境パートナーシップオフィス管理運営等業務 

担当責任者 松原裕樹 

担当スタッフ 松原裕樹、岩見暢浩、西村浩美、松田美紀 

契 約 先 環境省中国四国地方環境事務所 

事業期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

収益形態 受託料 

収益金額 35,122,738 円 

目的・概要 

本業務は、環境教育等促進法及び促進法基本方針における EPO ちゅうごく及

び国内実施計画等を踏まえた中国地方 ESD センターとしての役割を明確に

し、業務を円滑に遂行するため、中国地方の実情を踏まえた各種事業の企画及

び実施をすることにより、様々な主体による協働・連携の取組を広げ、効果的

かつ効率的に環境保全活動を活性化させること及び ESD を推進するための広

域ネットワークのハブ機能を担う体制を整備し、ESD 活動に関連する多様な

主体と地域ネットワークの構築を図り、ESD のより一層の推進を図ることを

目的とする。 

 

②実施内容 

■EPOちゅうごく業務 

○持続可能な社会の実現に向けた地域協働モデルの創出及び支援 

○拠点間連携による地域内の中間支援機能強化 

○地域における ESD 推進の取組支援 

○第 5 次環境基本計画に沿った環境教育支援事業  

○相談対応及び情報センター業務 

■中国地方 ESDセンター業務 

○ESD活動を支援する情報共有機能 

○現場のニーズを反映した ESD 活動の支援機能 

○ESD活動のネット―枠の形成、ESD実践の学びあいの場の促進機能 

○人材育成機能 

■管理業務 

○平成 30 年度業務目標・業務運営計画の策定 

○運営委員会の設置・開催 

○中国四国地方環境事務所との意見交換会 

○管理・運営体制の確保 

○業務推進のための会議への出席 

○業務で得られたデータの把握及び整理  
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 ③事業総括 

■EPOちゅうごく業務 

持続可能な社会の実現

に向けた地域協働モデ

ルの創出及び支援 

《成果》 

・SDGs をツールとした地域の環境課題と社会課題を同時解決する

ための民間活動支援「みずしま滞在型環境学習で新たな“まちのに

ぎわい”を創ろう」。課題間の相関や同時解決につながる仕掛け処の

整理や可視化、関係者の理解促進。滞在型環境学習を受け入れる水

島地域の受け皿の基盤づくり。 

・広島県（地域政策局平和推進プロジェクトチーム）の施策との事

業連携。 

・企業関係者に対する SDGs の理解促進と「SDGs Compass 

SDGs の企業行動指針」及び「SDGs 活用ガイド（環境省）」の周

知・活用。 

《課題》 

・SDGs をツールとした地域の環境課題と社会課題を同時解決する

ための民間活動支援「みずしま滞在型環境学習で新たな“まちのに

ぎわい”を創ろう」。商店街活性化や地域づくり等を行っているステ

ークホルダーとの関係構築。高校生の提案の実現に向けた地域の大

人たちの支援体制づくり。滞在型環境学習の概念と地域へのメリッ

トの理解促進に向けた支援。 

・多様なセクターに対する SDGs の研修プログラム(手法)の研究。 

拠点間連携による地域

内の中間支援機能強化 

《成果》 

・地域循環共生圏の形成促進に向けた中間支援機能や支援策の検

討。地域資源・エネルギー等を活用した地方・都市の維持・発展につ

ながる中国 5 県の実践団体とのパートナーシップ構築。 

・地方公共団体に対する環境教育等促進法の制度理解の促進や政策

協働ガイドの活用。 

・中国 5 県の中間支援組織（環境分野・NPO支援センター）と連携

した情報発信。 

《課題》 

・地域循環共生圏の形成促進に向けたモデル事業や可能性のある取

組に関する情報収集、支援の方向性（面的、個別的）や体制づくり、

国・自治体の動向との調整。 

・地方公共団体の担当者間の相互交流や意見交換の充実、具体的な

参考事例やケーススタディ等の提供。 

地域における ESD 推

進の取組支援 

《成果》 

・鳥取県における ESD の理解・交流促進。ESD を推進するための

関係機関（鳥取県環境部署、鳥取県教育委員会、中学校・高等学校、
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有識者、議員、NPO、環境教育や ESD の実践者）とのパートナー

シップ形成。 

・鳥取県（鳥取県地球温暖化防止活動推進センター）と山口県（とき

わ公園）における ESD 実践拠点の取組目標の具体化と達成のため

の支援（体制強化、ツール開発、ネットワーク構築、人材育成、）。 

・平成 28～30 年度に実施してきた ESD 拠点支援事業における成

果（全国 28（うち中国地方 5）の実践事例をふまえた多様な施設・

ネットワークによって ESD 実践を強化するノウハウ）のとりまと

めと発信。 

《課題》 

・持続可能な地域づくりの担い手育成や ESD を推進するための支

援方法の検討、他地域への水平展開。 

・支援した ESD 拠点の継続的な活動に向けた取組支援や地域 ESD

拠点登録制度の活用。 

第５次環境基本計画に

沿った環境教育支援事

業 

《成果》 

・広島県（地域政策局平和推進プロジェクトチーム）の施策との事

業連携。 

・広島県内の SDGs ビジネス（26 社）の見える化（セレクトブッ

クの制作）。 

・大学生と企業・起業家による SDGs の理解を深める相互啓発や 

それらを通した SDGs の幅広い普及啓発。 

《課題》 

・セレクトブックの第二弾の発行とそのための必要な SDGs ビジネ

スの発掘。 

・マルチステークホルダーで SDGs を推進するための県域のプラッ

トフォーム構築支援。 

・SDGs の達成に向けて大学生が主体的に実践活動していくための

機会創出や支援。 

相談対応及び情報セン

ター業務 

《成果》 

・相談対応及び情報収集・発信の充実 

・実施した事業を通じた新たな相談案件の創出や事業展開に向けた

相談対応の活用。 

《課題》 

・相談対応を通じた情報やニーズの収集、対応ノウハウの蓄積。 

・関係機関とのデータ共有や活用。 

■中国地方 ESDセンター業務 

ESD 活動を支援する

情報共有機能 

《成果》 

・中国地方の ESD 推進のための相談・支援窓口、情報収集・発信の
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充実 

・国内外の ESD活動に係る情報・資料等の蓄積 

《課題》 

・情報の収集・分析・蓄積と活用 

・主催事業や関連行事でパートナーシップ構築した関係機関との連

携、情報発信、データ活用。 

現場のニーズを反映し

た ESD 活動の支援機

能 

《成果》 

・各地の ESD 活動の支援ニーズの把握及び他 ESD 業務への反   

 映。 

・地域 ESD 拠点や広島 ESD コンソーシアム等と連携した情報発信

やニーズ把握。 

《課題》 

・事業の発展や創出、ESD 実践団体の成長につながる支援ニーズの

把握・分析・活用 

ESD 活動のネットワ

ークの形成、ESD 実践

の学びあいの場の促進

機能 

《成果》 

・全国 ESD センター及び他の地域の地方 ESD センター、全国的な

ESD 推進団体（JICA、独立行政法人国立青少年教育振興機構）との

連携。 

・全国の ESD 活動支援センター事業の設計・構築（ESD 推進ネッ

トワークの可視化）。 

・ESD全国フォーラムの開催支援及び地域 ESD 拠点の参画促進。 

・地域 ESD 拠点の登録推進（7 団体、3 県）。 

・地域 ESD 拠点の取組事例の水平展開（津山圏域クリーンセンタ

ー・リサイクルプラザ）。 

《課題》 

・ポストGAP に向けた情報整理やそれらをふまえた事業検討。 

・地域 ESD 拠点の登録推進（2 県、高等教育機関・その他のネット

ワーク） 

・地域 ESD 拠点の取組事例の水平展開した取組を具体化する支援。 

人材育成機能 

《成果》 

・高校生や大学生を主体とした広域的な交流や学びあいの場づく

り。 

・SDGs の達成に向けた ESD ユースの人材育成。 

《課題》 

・学校及び学生の参加のしやすさや他の類似行事をふまえた開催時

期の設定。 

・育成したユースやその団体のフォローアップ。 
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（４）2018 年度開発教育支援事業 

 ①事業概要 

事業種別 継続 

事 業 名 2018 年度開発教育事業 

担当責任者 増田勇希 

担当スタッフ 増田勇希、濱長真紀 

契 約 先 JICA 中国 

事業期間 平成 30 年 4 月 2 日(月)～平成 31 年 3 月 31 日(日) 

収益形態 受託料 

収益金額 6,720,000 円 

目的・概要 

本事業は、地域・市民の異文化理解、国際理解を高めるとともに、国際協力の

担い手の育成を目的としている。おもに、JICA 中国を訪問する教育機関、市

民団体向けの訪問プログラムの企画運営、高校生対象の夏季プログラム、管内

展示等を業務として、業務従事者 1 名が JICA 中国内にデスクを構え業務を実

施している。 

 

②実施内容 

 ■事業内容 

○施設訪問事業（訪問プログラムの企画運営、各種調整業務） 

○高校生プログラム事業（プログラム企画運営補助、各種調整業務） 

○館内展示事業 

○広報事業 

○その他イベント補助等 

■概要 

【年間施設訪問数】54 件（小中高大学、社会人） 

【高校生プログラム参加数】21 校 31 名 

【館内展示内容】4 半期ごとに展示更新を実施 

【広報事業】 教育機関向けパンフレットの作成 

【内  容】生徒・児童を対象とした異文化理解、国際理解の促進は、地域における将来のグロー

バル人材育成、多文化共生社会の実現には重要な要素であり、JICA 施設への訪問他、

各種プログラムにおける効果的な企画運営が求められる。従事者は、学校教員として

の経験のほか、各種ワークショップの実績を十分に積んでいることから、JICA 中国、

施設利用者（学校教員等）のニーズをとらえ、質の高いプログラムを提供している。 

ひろしまＮＰＯセンターとして、教育を通し異文化理解、国際理解を持った生徒・児

童の育成に関われることは、今後さらに進むグローバル化と、すでに地域社会が直面

している多文化共生等の課題に対し、課題解決への貢献となっている。 
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（５）2018 年度 JICA 中国青年研修「東ティモール中小企業振興コース」 

 ①事業概要 

事業種別 新規 

事 業 名 2018 年度 JICA 中国青年研修「東ティモール中小企業振興コース」 

担当責任者 増田勇希 

担当スタッフ 増田勇希 

契 約 先 JICA 中国 

事業期間 平成 30 年 8 月 24 日(金)～平成 30 年 11 月 2 日(金) 

収益形態 受託料 

収益金額 2,344,356 円 

目的・概要 

本事業は、東ティモールの青年行政官を対象として、中国地方（広島）を中心

とした中小企業振興（農業分野）政策、および特徴的な事業を展開している企

業等の知見を得ることにより、東ティモールにおける該当分野の発展に寄与す

ることを目的としている。事業は講義、視察、ワークショップで構成されてお

り、多様な研修先、関係者を巻き込むことで、地域、市民の国際化への貢献し

ている。 

 

②実施内容 

14 日間に及ぶ研修の実施 

■概要 

【日  時】平成 30 年 9 月 19 日（水）～10 月 2 日（火） 

【場  所】広島県内 

【研 修 先】廿日市市産業振興課、オタフクソース（株）、児玉経営、日本政策金融公庫、広島市

立商 

業高等学校、（一社）百人邑、（一社）安芸太田地域商社、寺領味野里、平田観光農園、

広島湾地域資源ネットワーク 等 

【参 加 者】14 名 

【運  営】ひろしま NPO センター 

【内  容】東ティモールは産業が未発達であり、中小企業が発展する土壌が十分な状況ではな

い。そのような背景の中、東ティモールが産業育成重点分野に挙げている農業、観光

に焦点を当て、これまでひろしまＮＰＯセンターが培ってきたネットワークを活か

して研修を設定した。研修員からは研修に対し一定の評価を受けるとともに、各研修

先においても、その後、ＪＩＣＡ事業に関わる研修先が現れるなど、各団体における

国際化にも寄与できる内容であった。 
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（６）2018 年度 JICA 中国青年研修「ミャンマー防災コース」 

 ①事業概要 

事業種別 新規 

事 業 名 2018 年度 JICA 中国青年研修「ミャンマー防災コース」 

担当責任者 増田勇希 

担当スタッフ 増田勇希 

契 約 先 JICA 中国 

事業期間 平成 30 年 11 月 16 日～平成 31 年 2 月 15 日 

収益形態 受託料 

収益金額 2,783,596 円 

目的・概要 

本事業は、ミャンマーの青年行政官（防災分野）を対象として、2014 年広島

土砂災害、西日本豪雨をケーススタディとし、行政における防災施策、地域に

おける防災力の向上について知見を得ることで、ミャンマーの当該分野の発展

に寄与することを目的としている。事業は講義、視察、ワークショップで構成

されており、ＮＰＯセンターが培った知見とネットワークを活用することで、

多様な研修先、関係者を巻き込み、地域、市民の国際化へも貢献している。 

 

②実施内容 

14 日間に及ぶ研修の実施 

■ 概要 

【日  時】平成 30 年 12 月 5 日（水）～12 月 18 日（火） 

【場  所】広島県内 

【研 修 先】広島県危機管理監、広島市危機管理室、広島県社会福祉協議会、坂町社会福祉協議会、

被災地ＮＧＯ協働センター、日本技術士会中国本部、広島市消防局、広島市防災士ネッ

トワーク、ＪＶＯＡＤ、安佐北区大林ならび新建自治会、江波山気象館 等 

【参 加 者】13 名 

【運  営】ひろしま NPO センター 

【内  容】ミャンマーはサイクロン、土砂災害、地震等、日本同様に災害リスクが高い国である一

方、防災政策各種防災インフラ、防災啓発等は発展途上にある。そのような背景の中、

2 度の大規模災害に見舞われた広島では、県、市、地域等、それぞれのレベルでの防災

対策、災害からの復旧・復興の経験を有しており、関係者とのディスカッションも含め

た、より実践的な研修を構成するよう研修を設定した。 

研修員からは研修に対し一定の評価を受けるとともに、各研修先においても、災害の記

録、経験を繋げることになり、今後の協力への前向きな発言等、双方にとって有意義な

研修となった。 
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（７）JICA 中国 NGO 連携事業「UPDATE セミナーシリーズ」コーディネート業務 

 ①事業概要 

事業種別 継続 

事 業 名 
JICA 中国 NGO 連携事業「UPDATE セミナーシリーズ」コーディネート業

務 

担当責任者 赤澤 

担当スタッフ 赤澤、増田 

契 約 先 JICA 中国 

事業期間 平成 30 年 2 月 1 日～平成 30 年 1 月 31 日 

収益形態 受託料 

収益金額 2,716,866 円 

目的・概要 

広島県内のNGO を中心に、地域の資源を生かした国際貢献・国際協力活動が

できるようになるために、組織基盤の強化と事業立案能力の向上を目指したセ

ミナーを実施する。 

 

②実施内容 

■第 3 回「課題解決のストーリーを考えよう！」実施 

【日  時】2018 年 4 月 14 日（土）10:00〜16:30 

【場  所】広島県民文化センター 

【講  師】株式会社風とつばさ 代表取締役 水谷衣里 

【参 加 者】8 人 

【運  営】事務局担当職員 

【内  容】活動のビジョンを確認し、その実現に向けた道筋を考え、日常の活動で活用できる活

きた目標設定ができる力を身につけるための、ビジョン達成に向けた具体的なステ

ップを明確にできるスキルを身につけることを目指した研修。ワークショップを多

用し各団体における状況に即した議論を行った。 

■第 4 回「課題解決のストーリーを考えよう！」フォローアップ実施 

【日  時】2018 年 5 月 12 日（土）13:00〜16:30 

【場  所】広島県民文化センター 

【講  師】株式会社風とつばさ 代表取締役 水谷衣里 

【参 加 者】10 人 

【運  営】事務局担当職員 

【内  容】活動のビジョンを確認し、その実現に向けた道筋を考え、日常の活動で活用できる活

きた目標設定ができる力を身につけるための、ビジョン達成に向けた具体的なステ

ップを明確にできるスキルを身につけることを目指した研修。前回の内容を定着さ

せるフォローアップをおこなった。 

■第 5 回「人を巻き込むコツ！」実施 

【日  時】2018 年 5 月 26 日（土）10:00〜16:30 
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【場  所】広島県民文化センター 

【講  師】NPO 法人ひろしまジン大学 代表理事 平尾順平 

【参 加 者】8 人 

【運  営】事務局担当職員 

【内  容】「人を巻き込むコツ!」は、人の繋がりをいかに作って広げていくか、NPO らしいコ

ミュニティ作りのコツを学ぶため、ワークショップを交えた研修を行った。 

■第 6 回「人を巻き込むコツ！」フォローアップ実施 

【日  時】2018 年 6 月 9 日（土）13:00〜16:30 

【場  所】広島県民文化センター 

【講  師】NPO 法人ひろしまジン大学 代表理事 平尾順平 

【参 加 者】8 人 

【運  営】事務局担当職員 

【内  容】「人を巻き込むコツ!」は、人の繋がりをいかに作って広げていくか、NPO らしいコ

ミュニティ作りのコツを学ぶため、ワークショップを交えた研修を行った。前回研修

の内容を踏まえたワークショップを行った。 

■第 7 回「伝える力を強化する！」実施 

【日  時】2018 年６月 30 日（土）10:00〜16:30 

【場  所】広島県民文化センター 

【講  師】フリーランスファンドレイザー 石井大輔 

【参 加 者】13 人 

【運  営】事務局担当職員 

【内  容】支援者や支援金を獲得するための PR ができるようになるために、事業概要や意義な

どを広く PR するための考え方や手法を学ぶためのワークショップを行った。 

■第 8 回「伝える力を強化する！」フォローアップ実施 

【日  時】2018 年 9 月 22 日（土）13:00〜16:30 

【場  所】広島県民文化センター 

【講  師】フリーランスファンドレイザー 石井大輔 

【参 加 者】5 人 

【運  営】事務局担当職員 

【内  容】支援者や支援金を獲得するための PR ができるようになるために、事業概要や意義な

どを広く PR するための考え方や手法を学ぶためのワークショップを行った。前回

の内容をより掘り下げるワークショップも実施した。 

■第 9 回「資金調達を成功させる！」実施 

【日  時】2018 年 10 月 14 日（土）10:00〜16:30 

【場  所】広島県民文化センター 

【講  師】ファンドレイジングラボ 徳永洋子 

【参 加 者】5 人 

【運  営】事務局担当職員 
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【内  容】ビジョンや目標の達成に向けた資金調達ができるようになるために、ビジョン達成に

向けた資金調達の考え方とコツを寄付・会費と助成金を軸に扱った。また、県内の利

用可能な助成金の案内も合わせて行った。 

■第 10 回「資金調達を成功させる！」フォローアップ実施 

【日  時】2018 年 11 月 17 日（土）13:00〜16:30 

【場  所】広島県民文化センター 

【講  師】ファンドレイジングラボ 徳永洋子 

【参 加 者】10 人 

【運  営】事務局担当職員 

【内  容】ビジョンや目標の達成に向けた資金調達ができるようになるために、ビジョン達成に

向けた資金調達の考え方とコツを寄付・会費と助成金を軸に扱った。また、県内の利

用可能な助成金の案内も合わせて行った。前回の内容を踏まえて、補足する内容も追

加した。 

 

③事業総括 

【成  果】 

   ○参加した広島県内のNPOなど約１０団体のコミュニティビルディング 

   ○各団体における組織基盤の強化やビジョンの明確化 

【課  題】 

   ○継続したサポートの必要性 

   ○参加団体間でのコミュニケーションの必要性 

   ○実施したプログラムの内容や成果の蓄積 
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（８）SAVE JAPAN プロジェクト 2017-2018 

①事業概要 

事業種別 継続 

事 業 名 SAVE JAPAN プロジェクト 2017-2018 

担当責任者 山本祐二 

担当スタッフ 山本祐二 

契 約 先 認定特定非営利活動法人日本NPOセンター、損保ジャパン日本興亜株式会社 

事業期間 平成 29 年 10 月 1 日～平成 30 年 9 月 30 日 

収益形態 受託料 

収益金額 550,0000 円 

目的・概要 

地域住民に対して環境活動に参加する機会を提供することで、環境問題への関

心が高いコミュニティづくりに貢献することを目的とし、多様な主体との「連

携」「協働」が促進されることで、関係団体・関係者や参加した地域住民が互い

に学びあい、地域の環境問題の解決のための行動が増加する好循環が創出され

「いきものが住みやすい環境づくり」につながっていくことに寄与する。 

 

②実施内容 

■自然を深掘り 生きものの立場から森を見てみよう！ 

【日  時】平成 30 年 8 月 5 日（水）10：00～15：00 

【場  所】大竹市松ケ原町 もりメイト倶楽部「わくわく森」 

【講  師】見勢井 誠 氏（広島県森林インストラクター協議会会長） 

【参 加 者】91 名 

【運  営】特定非営利活動法人もりメイト倶楽部 Hiroshima、特定非営利活動法人ひろしまＮ

ＰＯセンター 

【内  容】生きものの立場になって、生きものが住みやすい森を目指して森づくり活動体験を実

施。その後、森の大切さを学び、森を活かし、森のおいしい恵みを堪能し、クラフト

アート体験の実施。 

 

③事業総括 

【成  果】 

○参加者及び地域住民の環境保全活動への関心の向上 

○地域住民との連携が強化された 

【課  題】 

○森林整備による減災の意識向上 

○子どもたち及び地域住民に対して継続的な環境学習の実施 
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（９）親子での体験活動プログラム普及に係るサテライト講座業務 

①事業概要 

事業種別 継続 

事 業 名 親子での体験活動プログラム普及に係るサテライト講座業務 

担当責任者 山本祐二 

担当スタッフ 山本祐二 

契 約 先 広島県教育委員会 

事業期間 平成 30 年 5 月 1～平成 31 年 3 月 31 日 

収益形態 受託料 

収益金額 1,200,000 円 

目的・概要 

広島県教育委員会が開発した、幼稚園・保育所・認定こども園等において親子

が一緒に楽しめる体験活動プログラムを県内の園・所等において訪問実施し、

プログラムの普及を図るとともに、保護者の関わりも含めたプログラムのねら

いを達成するための効果的な実施について園・所等職員の理解を深めることを

目的とする。 

 

②実施内容 

■県内の保育園・所、公民館等を訪問し、親子での体験プログラムを実施 

【日  時】平成 30 年 6 月～平成 31 年 2 月 

【場  所】県内の園・所、公民館等 20 か所 

【実施団体】○NPO 法人いきいきアクティビティサービス 

          ○NPO 法人ほしはら山の学校 

 

③事業総括 

【成  果】 

○親子の身体を使ったコミュニケーションづくりの向上 

○保育園・所、公民館等の職員の理解向上 

【課  題】 

○プログラム実施体制の強化 
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（１０）平成 30 年度地域の環境課題解決に向けた SDGs 人材研修事業 

 ①事業概要 

事業種別 新規 

事 業 名 平成 30 年度地域の環境課題解決に向けた SDGs 人材研修事業 

担当責任者 松原裕樹 

担当スタッフ 松原裕樹、松村渉 

契 約 先 一般社団法人環境パートナーシップ会議 

事業期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 30 日 

収益形態 受託料 

収益金額 2,550,000 円 

目的・概要 

様々な職種の社会人を対象に、環境保全や地域づくり等に取組んでいる団体の

現場で、地域の SDGs をテーマにしたフィールドワーク型研修を実施します。

「仕事や個人の時間を通じて社会貢献がしたい」、「社会のために何か挑戦した

い」という思いをもった人たちが、地域との出会いや議論を通じて、その思い

を実現させ、社会変革の担い手になっていくことを目的とします。 

 

②実施内容 

■事前研修、事後研修 

全国事務局の GEOC が担当。ひろしま NPO センターは中国地方事務局として広島県安芸太田町

で実施された現地研修を担当した。 

■現地研修 

【日  時】平成 30 年 12 月 15 日（土）～12 月 16 日（日） 

【場  所】安芸太田町 三段峡、三段峡ホテル 

【講  師】志賀誠治（NPO 法人ひろしま自然学校 代表理事） 

      大室悦賀（長野県立大学） 

【参 加 者】10 名 

【運  営】NPO 法人三段峡-太田川流域研究会（さんけん）、ひろしま NPO センター 

【内  容】三段峡を中心に活動する NPO 法人三段峡-太田川流域研究会の進行で、その活動や

三段峡に関するレクチャーを行い、その後三段峡舞台にフィールドワークを実施。そ

の学びや気づき、疑問などを参加者全体で徹底した意見交換、ワークショップを実施

した。 
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③事業総括 

【成  果】 

○地元 NPO と首都圏 NPO や人材のコーディネート 

本研修を通じて、地元 NPO（さんけん）と首都圏 NPO（GEOC）のつながりを構築できた。

また、参加者が自発的にさんけんの会員になるなど、ひろしま NPO センターを介さないつなが

りを構築できた。 

〇SDGs 理解の促進 

本研修を通じて、関わった職員の SDGs に関する理解が深まった。 

【課  題】 

○継続性の担保 

全国の EPO が継続して受託できる事業として設計を進めていたが、平成 30 年度内にその結論

が出なかった。自主事業に出来るほど収益面などを深めることができなかった。 
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５．ネットワーク・連携推進事業  

（１）ひろしま未来交流会 

①事業概要 

事業種別 継続 

事 業 名 ひろしま未来交流会 

担当責任者 松原裕樹 

担当スタッフ 松原裕樹 

契 約 先 
有志一同（広島県環境県民局県民活動課、特定非営利活動法人ひろしま NPO

センター） 

事業期間 平成 30 年 4 月～平成 31 年 3 月 

収益形態 自主事業 

収益金額  

目的・概要 
様々な立場・世代を対象とした主客一体の交流会を開催することを通して、広

島の未来を語り合いプロジェクトを生み出して実現することを目指す。 

 

②実施内容 

■実施概要 

【日  時】毎月第 2 金曜日 19:00～21:00 

【場  所】ひろしま NPO センター大学連携室（広島市中区大手町 広島県民文化センター6F） 

  【内  容】 

回 日 程 
参加

者 
おしゃべりテーマ 

第 47

回 

2018 年 4 月 13

日（金） 
32  

持続可能な社会／生きるために大切なもの／広島の

文化／持続可能なボランティア／ソーシャル・イノベ

ーションって何？ 

第 48

回 

2018 年 5 月 11

日（金） 
38  

病気の子どもを助ける取組／広島の未来に必要なも

の／大人から子どもへの意見、子どもから大人への意

見／これから必要な教育／広島でやる音楽フェスで

呼びたい人は？／ひろしまの魅力って？／SNS って

使ってる？ 

第 49

回 

2018 年 6 月 8

日（金） 
19  

古民家の再生／300 年後の広島に残したいもの／誰

もが見たくなるホームページ／広島空港までの過ご

し方の活用法／魅力的なクラウドファンディング／

コミュニケーションを育てるには 

第 50

回 

2018 年 7 月 13

日（金） 
20  

災害支援ボランティアに行ける場所／サイトのアク

セスを増やすとあてになるのか／下の名前の由来／

海ゴミ 

第 51 2018 年 8 月 10 20  広島に何があったらよいか／高齢者を活かすために
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回 日（金） は／県外から来た人がにわかファンでなくなるには 

第 52

回 

2018 年 9 月 14

日（金） 
20  

ゴミの減量／広島県内の観光や移動／神楽のビジネ

ス化／学校と共同の可能性／10 月 15 日はカープの

日 

第 53

回 

2018 年 10 月

12 日（金） 
21  

U40 の有名な広島人／広島ミライ会議／地元をおも

しろく、まちをさかえさせる／広島の冬の楽しみ方／

46 位中 12 位の広島のポテンシャルは？／ウンセカ

の映画化 

第 54

回 

2018 年 11 月 9

日（金） 
22  

広島の未来に必要なもの、不必要なもの／新しい観光

地／何を基準に選挙で選ぶか／廿日市市で未来交流

会をやりたい／ひろしまの未来に何を望むか／農業

ボランティアのしくみ 

第 55

回 

2018 年 12 月

14 日（金） 
25  

年越しイベント／クレイデント／叡智学園／忘年会

の余興／赤信号で渡るか？／学校はブラック？ 

第 56

回 

2019 年 1 月 11

日（金） 
24  

撮った写真の使い道／家族の反対がある中で県外に

出てよいか！？／車とまちづくり／広島から平和を

考える／議員の年齢／瀬戸内の魅力を世界に伝える

には 

第 57

回 

2019 年 2 月 8

日（金） 
25  

広島の戦前の歴史／うつやひきこもり／子どもの体

験プログラムのトイレ／どうしたらエコに暮らせる

か／究極のクラウドファンディング 

第 58

回 

2019 年 3 月 8

日（金） 
19  

平和の灯火／高校生にオススメしたい映画・本・体験

／トコトン追求した趣味ありますか？／カープのチ

ケットの販売方法／広島で映像に残したい場所／人

を集める方法 
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６．子育て・子育て支援に関する事業  

（１）広島市公募型常設オープンスペースつばさ 

①事業概要 

事業種別 継続 

事 業 名 広島市公募型常設オープンスペースつばさ 

担当責任者 香川恭子 

担当スタッフ 八木、山根、宅嶋、田辺、村越、下野、鎌田 

契 約 先 広島市 こども未来局 こども・家庭支援課 

事業期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

収益形態 自主事業、補助金 

収益金額 19,861,000 円 

目的・概要 

子育て中の親子が、自由に集い遊び、学び、健やかに成長できる場の提供。 

①子育てオープンスペースの運営、講習会・交流会の実施、相談事業、情報提

供など 

月曜～土曜の 10:00～16:00、1 回の利用料 100 円、年間登録料 100 円 

②子育てオープンスペース内での一時預かりの実施 

月曜～土曜の 9:30～17:00、30 分 250 円（1 回 3 時間まで） 

③訪問支援事業の実施 

依頼のあった日時にボランティアが訪問支援活動を行うためのコーディネー

ト業務、ボランティアの養成 

 

②実施内容 

■子育て親子の交流の場の提供 

開設日数 285 日 

延利用者数 

大人 3,888 人（男性：146 人、女性：3,742 人） 

小人 4,527 人（0 歳児：1,396 人、1 歳児：1,734 人、

2 歳児：794 人、3 歳児：493 人、その他：111 人） 

子育てアドバイザーの雇用実績 11 名 

■子育てに関する相談・助言の実施 

相談対応件数 
生活に関すること 136 件 育児等に関すること 29 件 

発育・発達に関すること 86 件 その他 7 件 

■地域の子育てに関する情報提供 

提供を行った

情報の内容等 

幼稚園、保育園の入園に関する情報や園庭開放の情報。地域の子育てサロンや

サークル情報の提供。ファミリー・サポートについて登録や利用方法を伝えた。

広島市の事業で産後ケアの利用について説明。イベントやお出かけ情報など。 

主な提供方法 
資料の配布、ホームページの閲覧、掲示物の閲覧、口頭で説明しながら情報を

提供し、使い方や問い合わせ先など具体的に伝えるよう心がけた。 

■子育て及び子育て支援に関する講習会等の実施 
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実施実績 

講演会 0 回 交流会 14 回 

延利用者数 

大人：887

人 

講習会 96 回 その他 0 回 
小人：977

人 

 

 

■付加価値事業の実施 

○地域の子育て支援拠点として地域の子育て支援活動の展開を図るための取組 

取組内容 
一時預かり事業を実施した。オープンスペース開催日の 10 時～18 時ま

で実施。（行事の為午後から実施の日あり） 

○地域支援の取組 

実施内容 中央公園で子どもが主体的に遊びを創造するための遊び場づくりを地域の

団体と一緒に行った。 

延利用者数 小人：984 人 

 

実施内容 ホームスタートによる訪問支援活動を行った。 

延利用者数 大人：170 人 

小人：202 人 

■一時預かり事業の実施 

○一時預かり事業の実施の概要 

一時預かり 

実施日時 

実施曜日 月曜日～土曜日 

実施時間 10:00～18:00（8 時間） 

実施日数 278 日 

従事スタッフの雇用実績（保育従事者） 6 人 

○補助対象外の一時預かり 

一時預かり 

実施日時 

実施曜日 月曜日～土曜日 

実施時間 10:00～18:00（8 時間） 

対象児童等 

就学前児童のうちの対象年齢 0 歳から未就学まで 

利用定員 6 人 

述べ預かり児童数 947 人 

○一時預かり利用実績 

区 分 年度計 

稼働日数 278 

延べ預り児童数 947 

延べ利用者数（養育者数） 908 

月あたりの受け入れ可能時間数  2,224 

総利用時間数 2,128.4 



42 

一日あたりの平均預かり児童数  3.4  

■その他子育て支援に関すること 

7 月豪雨災害の時に、支援物資を集め、被災した子育て家庭や保育園等に提供した。また、被災し

た子育て家庭のためにオープンスペースや預かりを無料で利用できるよう取り組んだ。8 月～11

月までで利用は 8 件あった。 

 

③事業総括 

【成  果】 

○新たなニーズに応えるため、訪問支援事業を実施し、予定していた利用者数 9 組を超えて、50

組の利用があった。 

〇講習会や交流会などの行事を予定通り実施できた。 

 

【課  題】 

○一時預かりのキャンセル率が高く、定員いっぱいであったがキャンセルにより 0 組の日もあっ

た。 

○災害の影響と断定はできないが、7 月後半以降の利用者数がオープンスペース、預かりとも減っ

た。 

○インフルエンザ等の感染症の流行により利用者が減った。  

〇予算が少なく、広報活動が十分にできなかったため、もっと早く知りたかったと言われる利用者

が複数あった。 

〇訪問支援活動の依頼に対し、十分な予算がない。 

〇ＯＳや預かり、訪問支援等からわかった利用者さん個別の課題への対応が十分にできない。 
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（２）広島市公募型常設オープンスペースふらっと 

 ①事業概要 

事業種別 新規 

事 業 名 広島市公募型常設オープンスペースふらっと 

担当責任者 香川恭子 

担当スタッフ 班石、佐々木、北（よ）、北（ひ）、田辺、金近、八木 

契 約 先 広島市 こども未来局 こども・家庭支援課 

事業期間 平成 30 年 7 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

収益形態 自主事業、補助金 

収益金額 6,185,726 円 

目的・概要 

子育て中の親子が、自由に集い遊び、学び、健やかに成長できる場の提供。 

子育てオープンスペースの運営、講習会・交流会の実施、相談事業、情報提供

など 

月曜～金曜の 10:00～16:00、1 回の利用料 100 円、年間登録料 100 円 

 

②実施内容 

■子育て親子の交流の場の提供 

開設日数 150 日 

延利用者数 

大人 1,582 人（男性：11 人、女性：1,571 人） 

小人 1,740 人（0 歳児：691 人、1 歳児：707 人、2 歳

児：236 人、3 歳児：82 人、その他：24 人） 

子育てアドバイザーの雇用実績 8 名 

■子育てに関する相談・助言の実施 

相談対応件数 
生活に関すること 171 件 育児等に関すること 59 件 

発育・発達に関すること 114 件 その他 6 件 

■地域の子育てに関する情報提供 

提供を行った

情報の内容等 

園庭開放、保育園や幼稚園の入園や入所の手続きについて。公民館の子育て事

業の案内。サークル活動の情報など。 

主な提供方法 資料を集めて、OS 内に掲示。必要に応じて説明。 

■子育て及び子育て支援に関する講習会等の実施 

実施実績 

講演会 0 回 交流会 9 回 

延利用者数 

大人：394

人 

講習会 41 回 その他 0 回 
小人：420

人 

 

■その他子育て支援に関すること 

地域の一戸建てを利用して、オープンスペースを開設。そのため、町内会に加入し、地域との連携

を図って支援活動を行っている。今年度はスタッフが参加するのみ行ったが、新年度は、事前にボ
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ランティアを募ったり、講習会を行うなどして、具体的なつながりを持って活動することとしてい

る。 

 

③事業総括 

【成  果】 

〇これまで近くにいつでも遊びにいけるスペースがなかったため、近隣の親子さんが徒歩や自転

車で遊びに来れる場所として喜ばれた。 

〇区の保健師さんや助産師さん、他の OS との連携がはかれ、地域の子育てセーフティネットづ

くりに貢献できている 

〇お父さんスタッフもいて、お父さんが子育てに関心を持ってもらえるセミナーを開催できた。 

【課  題】 

○インフルエンザ等の感染症の流行により利用者が減った。運営上、利用料収入を見込んでの運営

であるため、計画時の見通しが重要。  

〇予算が少なく、広報活動が十分にできなかったため、もっと早く知りたかったと言われる利用者

が複数あった。 

 

 

（３）広島市公募型常設オープンスペースいいね 

 ①事業概要 

事業種別 新規 

事 業 名 広島市公募型常設オープンスペースいいね 

担当責任者 香川恭子 

担当スタッフ 三宅、鹿江、北、高橋、江川、中村、沖本、野原、藤平 

契 約 先 広島市 こども未来局 こども・家庭支援課 

事業期間 平成 30 年 11 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

収益形態 自主事業、補助金 

収益金額 3,773,484 円 

目的・概要 

子育て中の親子が、自由に集い遊び、学び、健やかに成長できる場の提供。 

子育てオープンスペースの運営、講習会・交流会の実施、相談事業、情報提供

など 

月曜～土曜の 10:00～16:00、1 回の利用料 100 円、年間登録料 100 円 
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（４）産後サポートの拠点づくり事業 

①事業概要 

事業種別 継続 

事 業 名 産後サポート支援拠点づくり事業  

担当責任者 香川恭子 

担当スタッフ 香川恭子、横山ゆかり 

契 約 先 独立行政法人 福祉医療機構  

事業期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

収益形態 自主事業、助成金 

収益金額 7,161,608 円 

目的・概要 

「初めての子育てで不安を感じている親が、実家がわりにゆっくり過ごせる場

で、子育て力、家事生活力を高め、子育てをしている自分の暮らしに自信を持

つことで、プチ育児放棄（赤ちゃんの世話の仕方がわからず放っておくこと）

をなくし、虐待予防につなげる」ことを目的に、産後サポートの拠点となる「ば

あばのおうち」を設け、支援者を親代わりに過ごしながら、子育て力、家事生

活力を身につける場を提供」する事業。 

平成 28 年、29 年度、広島市中心部の拠点に出向けなかった世帯に向けて、

家庭訪問型子育て支援の導入。その後、平成 30 年 7 月豪雨災害発生。広島市

内、仮設住宅の建設はされず、被災子育て世帯が地域から離れて避難生活を行

っている。不安やこれからに備える居場所づくりのモデル事業として広報、利

用促進を進めている。 

 

②実施内容 

■産後サポート支援拠点づくり事業 全７事業の柱立て 

１）訪問事業のための研修会（第 1 回ホームビジター養成講座） 

２）産後サポート訪問事業（ホームスタートひろしま） 

３）産後サポートばあばのおうち利用 

４）企業における産前・産後サポート事業の活用 

５）おやこ食堂の実施 

６）報告書の作成と成果報告会の開催 

７）連携団体会議の開催 

■１）訪問事業のための研修会 【家庭訪問支援を行うための人材を育成する】全 8 日間実施 

   ＜日  時＞2018 年 4 月 19 日  

＜場  所＞広島市総合福祉センター 

＜講  師＞ホームスタートひろしま 香川恭子・ホームスタートジャパン 渡里祐子 

＜参 加 者＞11 名 

＜運  営＞産後ママの憩いの場ばあばのおうち 香川・幸徳・横山・八木 

＜内  容＞オリエンテーション ／ 「ホームスタートの内容、意義を学ぶ」 
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■１）訪問事業のための研修会 【家庭訪問支援を行うための人材を育成する】 

   ＜日  時＞2018 年 4 月 26 日  

＜場  所＞広島市総合福祉センター 

＜講  師＞公益財団法人男女共同参画財団 常務理事 棚多里美 

＜参 加 者＞11 名 

＜運  営＞産後ママの憩いの場ばあばのおうち 香川・幸徳・横山・八木 

＜内  容＞「家庭とはなにか、親とはなにか」／「子どもの理解」子どもの発達など 

■１）訪問事業のための研修会 【家庭訪問支援を行うための人材を育成する】 

   ＜日  時＞2018 年 5 月 10 日  

＜場  所＞広島市総合福祉センター 

＜講  師＞おや楽コミュニケーション「こころとことば」大下幸恵 

＜参 加 者＞11 名 

＜運  営＞産後ママの憩いの場ばあばのおうち 香川・幸徳・横山・八木 

＜内  容＞「傾聴の意義と方法１」／「傾聴の意義と方法２」 

■１）訪問事業のための研修会 【家庭訪問支援を行うための人材を育成する】 

   ＜日  時＞2018 年 5 月 17 日  

＜場  所＞広島市総合福祉センター 

＜講  師＞ホームスタートジャパン 山田幸恵 

＜参 加 者＞11 名 

＜運  営＞産後ママの憩いの場ばあばのおうち 香川・幸徳・横山・八木 

＜内  容＞「家庭で活動する上でのポイント」／「ホームビジターの実務」 

■１）訪問事業のための研修会 【家庭訪問支援を行うための人材を育成する】 

   ＜日  時＞2018 年 5 月 31 日  

＜場  所＞広島市総合福祉センター 

＜講  師＞広島県助産師会 助産師 山根美喜子・広島市こども未来局こども・家庭支援課 

＜参 加 者＞11 名 

＜運  営＞産後ママの憩いの場ばあばのおうち 香川・幸徳・横山・八木 

＜内  容＞「問題や悩みのある家庭への理解」「地域連携のために」 

■①訪問事業のための研修会 【家庭訪問支援を行うための人材を育成する】 

   ＜日  時＞2018 年 6 月 7 日  

＜場  所＞広島市総合福祉センター 

＜講  師＞ホームスタートジャパン 森田圭子 

＜参 加 者＞11 名 

＜運  営＞産後ママの憩いの場ばあばのおうち 香川・幸徳・横山・八木 

＜内  容＞「家庭の中で活動する１」／「家庭の中で活動する２」 

■①訪問事業のための研修会 【家庭訪問支援を行うための人材を育成する】 

 ＜日  時＞2018 年 6 月 14 日  

＜場  所＞広島市総合福祉センター 
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＜講  師＞ホームスタートひろしま 香川恭子・幸徳宏美 

＜参 加 者＞11 名 

＜運  営＞産後ママの憩いの場ばあばのおうち 香川・幸徳・横山・八木 

＜内  容＞「シェアリング・修了テスト」／「修了式、登録、交流会」 

8 日目：個別に日程調整「終了後の個別面談」 

■①訪問事業のための研修会 【家庭訪問支援を行うための人材を育成する】 

８日目・面談日：2018 年 6 月 19 日、20 日、21 日実施 

実施回数：8 日間 

実施場所：広島市総合福祉センター 

対象者・数：24 名定員／11 名受講 

スタッフ構成：事務局スタッフ 3 名（香川・幸徳・横山） 

   ビジター登録者数：１０名 

■２）産後サポート訪問事業 【子育て家庭の孤立を防止する】 

   ＜日  時＞2018 年７月開始  

＜場  所＞広島市８区 

＜参 加 者＞オーガナイザー：2 名 ホームビジター：9 名 

＜運  営＞子育てオープンスペースつばさ内ホームスタートひろしま 

＜内  容＞特定非営利活動法人ホームスタートジャパンのプログラムの導入。 

ホームスタート（小さいお子さんのいる家庭を訪問し、お母さんと一緒に話をしなが

ら一緒に家事や育児をするボランティア活動。イギリスで 44 年前に始まったこの

住民の支え合い活動は、日本全国約 100 地域にひろがり子どもを育むあたたかなつ

ながりが生まれている。） 

外出が困難な家庭を訪問することで、子育て家庭の孤立を防止する。 

          実施回数：問い合わせ件数 50 件、利用申込件数 44 件 

実施場所：依頼者宅、依頼者希望施設、依頼者希望地域 

対象者数：申込者  44 件、初回訪問利用者  36 名、 

         ボランティア紹介件数   31 件 

         活動終了件数（1 件あたり 7 回訪問） 7 件 

         利用者世帯（子どもの人数）子どもの人数 4 人 

■３）【家庭訪問支援を行うための人材を育成する】 

   ＜日  時＞2018 年 4 月～2019 年 3 月末 

＜場  所＞産後ママの憩いの場ばあばのおうち （広島市中区幟町 10－12 幟ハイツ 403） 

＜参 加 者＞登録者数：３９件  利用件数：５３件 

＜運  営＞産後ママの憩いの場ばあばのおうち 香川・幸徳・横山・黒木・山下・赤田・三宅 

＜内  容＞平成 28 年度にスタートした産後サポートの拠点「産後ママの憩いの場ばあばのお

うち」の周知をはかり、必要としている方に利用していただいた。 

産後サポートばあばのおうちで、ゆっくり休んで元気になれるように 

産後サポートばあばのおうちで、自分の子育てに自信が持てるように 
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職場の理解を進め、パパも子育てできるように 

職場の理解を進め、ママも仕事をがんばれるように（平成 29 年度事業報告書）を目

標に実施。 

そのことにより産後うつの予防及び虐待予防につながるよう、子育て力・生活力の向

上につなげることができた。特に育休中の世帯の利用が多く、前年利用者からの口コ

ミ紹介や職場からの紹介など、連携団体以外からの紹介支援も受けることができた。 

2018 年 7 月豪雨災害時では、災害支援として断水した世帯向けに休憩場所や赤ち

ゃんのお風呂、洗濯など場所の提供。NHK などのマスコミ各社で支援をしている場

所の文字放送で紹介された。 

支援物資の受け入れ先としても SNS、口コミで広報し、全国から支援物資（タオル・

下着・衣類・日用品など）を受け入れた。 

■４）企業における産前・産後サポート事業の活用 

   ＜日  時＞2018 年 4 月～2019 年 3 月 

         企業訪問：2018 年 7 月 15 日、10 月 18 日、11 月 1 日、2 日、9 日 

         セミナー開催日：2018 年 2 月 1 日、28 日 

＜実施回数＞企業訪問 5 回 

＜実施場所＞各企業へ訪問し実施した 

＜対象者・数＞ANAクラウンプラザホテル広島労働組合（ 名）、広島交通（2 名）、森信建設

株式会社（1 名）、八千代病院メリーホスピタル（2 名）、近畿日本ツーリスト中

四国（2 名） 

＜スタッフ構成＞産後サポート事務局 香川・横山 

＜連携団体名及び役割＞広島経済同友会：同友会の少子高齢委員会所属の企業紹介 

＜運  営＞産後ママの憩いの場ばあばのおうち 香川・横山 

＜内  容＞➀産後サポートの必要性の理解促進と、男性社員の子育て参画をめざして企業向け

研修を実施する。そのほか切れ目のない支援ができるよう企業の担当者とともに

子育て中の社員さんの困りごとを解決できるよう情報やサービスを提供する。こ

のような取り組みをする企業を PR し、波及効果をめざす。 

②研修の実施、企業内に支援の窓口を設置、産後サポートの利用促進など、企業が具体

的に取り組めるよう「企業版ネウボラ」を提案し活用していただく。 

■５）おやこ食堂の開催 【家庭訪問支援を行うための人材を育成する】 

   ＜日  時＞2 か月に 1 回開催 2018 年 5 月、7 月、9 月、11 月、1 月、3 月 

＜場  所＞産後ママの憩いの場ばあばのおうち （広島市中区幟町 10－12 幟ハイツ 403） 

＜参 加 者＞26 組（大人 26 人、子ども 37 人） 

＜運  営＞ 産後サポート 香川・横山 調理リーダー：管理栄養士 三宅 

   ＜内  容＞ 育休明け後、働く親と子どもの食事時間の確保、楽しい夕食時間を持つため実施 

          調理リーダー、産後サポーターさんが中心となり、働く親と子どもの夕食を提供し、

親はおしゃべりしながら日頃の困りごとを解消する。子どもは異年齢でのスペシャ

ルな時間を過ごす。実施期間中、産後サポートの利用終了された地域のママさんがボ
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ランティアで絵本タイムのお楽しみ時間の開催。管理栄養士さんによる使用食材を

使った調理方法の紹介、レシピ表の提供の結果、自宅でもやってみようという声を多

くいただけた。 

■６）報告書の作成と成果報告書の開催 

   ＜日  時＞2019 年 2 月 28 日 

＜場  所＞広島市総合福祉センター 

＜参 加 者＞連携団体委員：７名 企業人事・子育て支援者：15 名 

＜運  営＞産後サポート事務局 香川・横山・幸徳・訪問支援事業ボランティア 2 名 

＜内  容＞平成 30 年度の産後支援事業の報告書作成と成果報告を行い、広く本事業を周知す

る機会とする。報告書の作成と成果報告会 

■７）連携団体会議の開催 

   ＜日  時＞2018 年 7 月 12 日、11 月 21 日、2 月 28 日 

＜場  所＞広島県民文化センター/広島市総合福祉センター 

＜参 加 者＞連携団体委員：10 名  

＜運  営＞産後サポート事務局 香川・横山 

＜内  容＞本事業の経済的自立と継続をめざし、関係団体が連携しサポートするために会議を

開催する。 

連携団体を増やし、個々の活動の周知と関係団体と連携することで支援の届きにく

い世帯（働いており行政機関支援が利用できないなど）への情報提供、経済的な自立

に向けた事業運営のアドバイスをいただく 

連携団体名：広島経済同友会少子高齢化対策委員会、公益財団法人広島男女共同参画

財団、広島大学大学院教育学研究科、広島県産婦人科医会、広島県小児科医会、広島

市立舟入病院小児心療科、広島県助産師会、一般社団法人孫育て検定協会、一般社団

法人パパフレンド協会、広島市社会福祉協議会 

 

③事業総括 

【成  果】 

１）訪問事業のための研修会（第 1 回ホームビジター養成講座） 

専門性もある人材が集まって下さり、講座で感じられる満足度が高かった。 

２）産後サポート訪問事業（ホームスタートひろしま） 

7 月豪雨災害や猛暑もあり、予想をはるかに超える利用があった 

３）産後サポートばあばのおうち利用 

育休中の方も多く、就業や再就職につながる件数が増えた。前年度より利用数が増えた。 

４）企業における産前・産後サポート事業の活用 

連携団体委員・広島経済同友会様のご協力もあり、書類郵送や企業訪問以上に、大きな会場で現

状や事業提案をできる機会をいただけた。 

５）おやこ食堂の実施 

集団で食事をしにくいアレルギーのあるお子さんに合わせたメニュー作りなど、普段集団で同
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じものが食べられない世帯の利用もあった。子どもがよく食べたとレシピから調理のコツなど

その場で質問解決する場の提供ができた 

６）報告書の作成と成果報告会の開催 

７）連携団体会議の開催 

新たに会議に参加して下さる委員を増やすができた 

【課  題】 

１）訪問事業のための研修会（第 1 回ホームビジター養成講座） 

定員 24 名のうち、11 名の受講と少なく、チラシ以上の事業説明が必要だった。 

２）産後サポート訪問事業（ホームスタートひろしま） 

実働できるボランティアの数が元々少ない上、ニーズ調整も 3 者の調整が必要なので、時間の

余裕が必要であった。 

３）産後サポートばあばのおうち利用 

7 月まで利用がなかったことで、当事者の確保に苦慮した。SNS の活用も利用が入り始めて一

定の効果が出ていたが、リアリティな投稿が、一番行動につながったと実感した。 

４）企業における産前・産後サポート事業の活用 

郵送した案内はほとんど開かれていなかったようで、送付先や方法に課題があった 

５）おやこ食堂の実施 

夜間の実施のため、近隣で活動できるボランティアが少なく作業負担が多かった。近隣で働いて

いる人に提案すると小さい子を連れて夜間の外出に抵抗があったり、知らないところに出向く

よりも身内や知り合いと過ごすことを優先されていた。 

６）報告書の作成と成果報告会の開催 

報告書の内容について、3 年間の成果が表現されて行政側にも理解される内容にしていくべき

だったのか自己評価と他者評価の温度差が感じられた。 

７）連携団体会議の開催 

頂いたアドバイスを実施できたのか、7 月の実施報告書と同じ内容を 2 月開催会議でも委員の

先生方が言っておられた。 
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７．その他目的を達成するために必要な事業  

 

（１）ＮＰＯ法施行＆ひろしまＮＰＯセンター設立20周年行事「Hiroshima Future Party 

2018」 

①事業概要 

事業種別 新規 

事 業 名 
ＮＰＯ法施行＆ひろしまＮＰＯセンター設立 20 周年行事「Hiroshima 

Future Party 2018」 

担当責任者 松村渉 

担当スタッフ 
Hiroshima Future Party 2018 実行委員会 

ひろしまNPO センター役員・スタッフ 

契 約 先  

事業期間 平成 30 年 10 月～平成 31 年 3 月 

収益形態 自主事業 

収益金額  

目的・概要 

NPO 法制定から 20 年（ひろしま NPO センターもついでに 20 年）、平成最

後の節目のいま。社会のこと、広島のこと、NPO のこと、夢のことをみんな

で語りあう 1 日。広島のバージョン 2.0（次の時代）に向けて、こんなことを

共に考えたい、取り組んでいきたい。「Hiroshima Future Party 2018」

（HPF）に向けてはじめる、HPF からはじめる。 

 

②実施内容 

■開催概要 

【日  時】2018 年 12 月 8 日（土）10:00～17:00 

【会  場】紙屋町シャレオ中央広場 

【参 加 者】230 名 

【内  容】○開会セレモニー「20 年おめでとう」 

○シンポジウム「NPO の 20 年をふりかえる」 

○なんでも PR 

○ワークショップ「広島 2.0 への作戦会議」 

○閉会セレモニー 
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（２）平成 30 年 7 月豪雨災害支援 

①事業概要 

事業種別 新規 

事 業 名 平成 30 年 7 月豪雨災害支援 

担当責任者 松原裕樹 

担当スタッフ ひろしまNPO センター役員・スタッフ 

契 約 先  

事業期間 平成 30 年 7 月～平成 31 年 3 月 

収益形態 自主事業 

収益金額  

目的・概要 

平成 30 年 7 月豪雨災害による被災からの復旧・復興を目的として、行政、社

会福祉協議会、NPO/NGO、企業、地元住民等、県内外の関係機関と連携・協

働しながら、 

災害ボランティアセンターや避難所の運営支援、被災者の生活再建、コミュニ

ティの再生、支援団体の活動支援等を行う。 

 

 ②実施内容 

■広島市災害ボランティア活動連絡調整会議 

   ○広島市災害ボランティア本部の運営（本部の立ち上げ・環境整備、副本部長（松原 裕樹）の就

任、各区災害ボランティアセンター支援（人材派遣調整ほか）、マスコミ対応、構成団体・関係

機関の活動調整ほか） 

■各市町災害ボランティアセンター・避難所等の支援 

○広島県社会福祉協議会や広島県地域福祉課等の関係機関との連携  

○坂町たすけあいセンターの立ち上げ・運営支援（職員 1 名／約 2 カ月間）  

■子育て支援 

○各地域の子育て支援へのボランティアスタッフの派遣や物資支援 

○「産後ママの憩いの場～ばあばのおうち」（広島市中区）での入浴・休憩サービスの提供  

○子育てオープンスペースの無料利用、預かりの無料利用と交通費の支給 

○被災地支援のためのホームビジター養成講座の開催 

■ろうきんNPO寄付システム 

○災害支援団体への緊急寄付配分（県内 1 団体／5 万円）  

○「公益財団法人コミュニティ未来創造基金ひろしま」との連携  

○平成 30 年 7 月豪雨災害支援基金の立ち上げ、支援金の募集 （第 1 次募集：2018 年 7 月 9

日～8 月 31 日、第 2 次募集：2018 年 9 月 4 日～12 月 31 日、寄付総額：3,320,796 円

／3 月 31 日時点）  

○第一弾の緊急助成（2018 年 9 月、県内 5 団体に助成：計 50 万円）  

■平成 30 年 7 月豪雨災害支援ひろしまネットワーク会議 

○全国災害ボランティア支援団体ネットワーク（JVOAD）との連携 
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○情報共有会議の開催（第 20 回まで、延べ 405 団体・497 名） 

○支援団体や関係機関の連携促進・活動調整・支援ニーズとのマッチング 

   ■その他 

○県内 NPO 団体の安否確認、災害支援関連情報の収集・発信 

○日本 NPO センターおよび全国のNPO センターとの連携（応援スタッフ派遣の受入） 

○岡山県・愛媛県の関係団体との連携（支援活動、支援金募集） 

○活動団体の支援を行う関係機関（JVOAD、JPF、全国社会福祉協議会、中央共同 募金会、日

本財団ほか）との連携  

○公益法人協会を通じた助成金配分（計 608,000 円／2 団体）  

○NPO・企業・市民と連携した物資支援（幼児服、女性用衣類、食品ほか） 

○広島市出身 J リーガーの支援活動のサポート（クラウドファンディングによる寄付募集： 計

4,622,061 円、広島市内 16 団体に助成予定：計 320 万円）  

○復旧・復興活動のための支援金募集（Yahoo!基金、広島県生活協同組合連合会ほか：計

19,798,540 円） 

○ジャパン・プラットフォーム（JPF）および全国災害ボランティア支援団体ネットワーク 

（JVOAD）との協働事業「西日本豪雨被災者に対する支援調整と 3 県県域災害 ネットワーク

構築・強化」の締結。 

○Yahoo!JAPAN ネット募金による寄付金募集（計 560,442 円、寄付者：2,322 名／ 3 月 12

日時点）  

○ひろしま復興支援基金の立ち上げと助成金配分（約 15,000,000 円を助成金配分予定）  
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（３）中央共同募金会 支援Ｐ助成金 

①事業概要 

事業種別 新規 

事 業 名 中央共同募金会 支援Ｐ助成金 

担当責任者 増田勇希 

担当スタッフ 増田勇希 

契 約 先 中央共同募金会 

事業期間 平成 30 年 7 月 9 日～平成 31 年 2 月 15 日 

収益形態 寄付金 

収益金額 1,000,000 円 

目的・概要 

西日本豪雨において甚大な被害を被った坂町において、坂町社会福祉協議会が

設置した災害ボランティアセンターの運営支援、災害ボランティアセンターか

ら通常ボランティアセンター移行後の運営に関する支援、自治会等支援を通し

被災地域のいち早い復旧・復興に寄与することを目的として事業を実施した。 

 

 ②実施内容 

■坂町災害ボランティアセンター運営支援、坂町ボランティアセンター運営支援、自治会支援 

【日  時】平成 30 年 7 月 8 日（日）～平成 31 年 3 月 31 日（日） 

【場  所】坂町 

【内  容】○災害ＶＣの運営方針ならびに運営方法に関する助言・支援 

          ○各種外部支援団体のコーディネート 

          ○被災自治会等支援 

          ○その他、復旧・復興に必要とされる業務全般 

 

 ③事業総括 

災害発生後の被災地において様々な混乱が発生する中、広島県社会福祉協議会、支援Ｐ、また、全国

の災害復旧支援者と情報共有を行い、7 月 8 日（日）より現地調査、坂町役場、坂町社協と協議の

上、支援を開始した。 

  これまでの被災地での経験から、今後に起こりえる事態を想定した方針作成とともに、全国から支援

に訪れる外部支援団体との調整等、災害ＶＣ運営に必要な支援を実施した。 

  現在も被災地の復旧・復興は継続しており、実施した内容の評価には至らないものの、復旧・復興に

一定の役割は果たしたと考える。 
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（４）委員・講師等の派遣 

■安藤周治 

特定非営利活動法人ひろしまね 理事長 

作木観光協会副会長 理事 

三次広域商工会 理事 

一般社団法人 みよし観光まちづくり機構 理事 

公益財団法人マツダ財団 評議委員 

公益財団法人コミュニティ未来創造基金ひろしま 評議員 

広島県河川整備基本方針等検討委員会 委員 

ひろしま国際交流サミット 幹事 

さとやま未来円卓会議 委員 

山口県 中山間地域コーディネーター＆アドバイザー 

ローカルマニフィスト中国運営委員 副会長 

北海道むかわ町大使 

総務省地域力創造アドバイザー 

総務省 過疎地域等自立活性化交付金事業 評価委員 

国土交通省 水源地域支援ネットワーク運営会議 座長 

国土交通省 水の里の旅コンテスト 審査委員長 

コミュニティ政策学会 理事 

内閣府地域活性化伝道師 

総務省集落ネットワーク圏形成事業 評価委員 

国土交通省新たな担い手等による水源地域在り方検討会 委員 

公益社団法人青少年育成広島県民会議 青少年育成指導者 

 

■中村隆行 

広島市男女共同参画推進センターゆいぽーと評価委員 

広島市ボランティア情報センター 運営委員 

呉市市民協働推進委員会 委員 

江田島市まちづくり助成金審査委員会 委員 

JICA 草の根事業外部審査委員 

自治労 自治研究センター 理事 

三原市空き家対策審議会 委員 

三原市文化芸術未来検討委員会 委員 

日本ファンドレイズ協会中国チャプター 共同代表 

公益財団法人広島県男女共同参画財団 評議員 

第 37 階全国都市緑化ひろしまフェア実行委員会 委員 

広島県共同募金会社会課題解決プロジェクト広域テーマ募金検討委員会 委員 

広島県社会福祉協議会 評議員 
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広島市社会福祉協議会 評議員 

広島県障がい（児）者と手をつなぐ県民会議 副会長 

中国地域コミュニティビジネス/ソーシャルビジネス協議会 幹事 

岡山県 NPO ボランティア支援センター（ゆうあい）評価委員 

中国地域中間支援組織協議会 会長 

内閣府地域活性化伝道師 

 

■三好久美子 

公益財団法人ひろしまこども夢財団 理事長 

広島県国土利用計画審議会 委員 

広島県環境審議会 委員 

 

■児玉宏 

広島県プラチナ世代支援協議会 役員 

広島市共同労働審査委員会 委員 

 

■山本祐二 

広島市ひろしま街づくりデザイン賞受賞者選考審議会 委員 

広島県社会福祉協議会地域福祉部会常任委員会 委員 

広島県医療費適正化計画検討委員会 委員 

 

■松原裕樹 

広島市災害ボランティア活動連絡調整会議 副議長 

広島市市阿外ボランティア本部 副本部長 

広島市「協同労働」プラットフォーム事業連絡会議 構成員 

三原市市民協働推進委員会 委員 

イオンチアーズクラブサミット中四国大会 審査員 

広島県社会福祉協議会ボランティア活動・福祉教育推進委員会 委員 

全国自然体験活動指導者集会 2018（全国キャラバン）自然体験活動フォーラム in 江田島実行委員 

第 4 回全国ユース環境活動発表大会 地区審査会 委員 

広島県環境保全アドバイザー 

ひろしま里山チーム 500 

内閣府地域活性化伝道師 

広島県生活協同組合連合会 2018 年度初級職員研修会 講師 

広島青年会議所「Peace To The Future」 講師 

ユニシス研究会セミナー 講師 

プラチナ大学（呉校・三原校） 講師 

広島県立三次高等学校 「地域課題探究活動」 講師 
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三次青年会議所 2 月定例会事業「SDGs 推進セミナー」 講師 

広島市 SDGs 職員研修 講師 

企業等社会貢献活動研究会協働セミナー 講師 

SDGs ミーティング～2030 大学生と考える未来～ 講師 

高校生のための ESD ユースワークショップ 講師 

地球共育塾ひろしま 3 月例会（公開ワークショップ） 講師 

 

■増田勇希 

広島県社会福祉協議会 広島県被災者生活サポートボラネット推進会議委員 

広島県社会福祉協議会 災害ボランティアセンター運営者研修講師 

佐賀県社会福祉協議会 災害ボランティアセンター運営者研修講師 

三原市社会福祉協議会 災害ボランティアセンター振返り会講師 

JICA 青年海外協力隊相談役 

 

■香川恭子 

広島大学教育学部「子育て支援について」 講師 

広島県子育て支援員研修 講師 

 

■松村渉 

広島市「協同労働」プラットフォーム事業 第二回 講師 

 まちづくり市民交流プラザ「市民活動団体運営支援講座 第 1 回」 講師 

  まちづくり市民交流プラザ「市民活動団体パワーアップ講座」 講師 

  


